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各位 

 

地域の価値向上に資するリノベーション事業者を投資対象とする 

「じゅうろく・岐阜市まちづくりファンド」の投資対象エリアの追加と 

「じゅうろく・清流まちづくりファンド」への名称変更について 

 

株式会社十六銀行（頭取 石黒 明秀）は、岐阜市中心市街地のにぎわいの創出を目的とし

て、２０１９年３月に一般財団法人民間都市開発推進機構（以下、「民都機構」といいます。）

との共同出資により組成した、マネジメント型まちづくりファンド（※）「じゅうろく・岐

阜市まちづくりファンド有限責任事業組合」について、このたび、岐阜市以外の地域におい

てもリノベーションによるまちづくりを活性化させるため、投資対象エリアを追加するとと

もに、ファンド名称を「じゅうろく・清流まちづくりファンド（以下、本ファンドといいま

す。）」へと変更いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

※「マネジメント型まちづくりファンド」とは 

民都機構が地域金融機関と連携して、一定のエリアをマネジメントしつつ、当該地域の

課題解決に資するリノベーションなどの民間まちづくり事業を連鎖的に進めるため、当該

事業への出資などを行うファンドです。 

 

記 

 

１．目的 

本ファンドは、従来、岐阜市中心市街地（ＪＲ岐阜駅～柳ケ瀬地区～川原町およびその

周辺）を対象エリアとして、空き家、空き店舗、古民家などのリノベーションなどにより

地域の課題解決に資する民間まちづくり事業を投資対象としてまいりましたが、このたび、

岐阜市中心市街地以外のエリアにおいてもリノベーションによる「地域の活性化」「賑わ

いの創出」をはかるべく、「美濃市うだつの上がる町並み周辺エリア」および「各務原市

那加商店街周辺エリア」を投資対象エリアに追加いたしました。 

地域金融機関として、各エリアの遊休不動産へ出融資によるリスクマネーを供給するこ

とで、リノベーション投資を活発化させ、地域の「まちづくりプレイヤー」による活動を

後押しするとともに、対象施設を起点として観光誘客や交流人口の増加を促し、「点」と

しての投資効果のみならず周辺エリアに波及する「面」としての効果（価値向上）をはか

るものです。 

今回の投資対象エリアの追加により、岐阜市・美濃市・各務原市の中心市街地エリアの

価値向上をはかり、さらなる投資を呼び込むといった好循環を創出するとともに、中長期

的なにぎわいの創出を目指して、引き続き「まちづくり」に貢献してまいります。 



２．ファンドの概要 

名 称 じゅうろく・清流まちづくりファンド有限責任事業組合 

設 立 日 ２０１９年３月２８日 

資 金 規 模 １．５億円（十六銀行７，５００万円、民都機構７，５００万円） 

存 続 期 間 ２０年（２０１９年３月２８日から２０３８年９月３０日） 

形 態 有限責任事業組合（ＬＬＰ） 

対象エリア 岐阜市中心市街地（ＪＲ岐阜駅～柳ケ瀬～川原町およびその周辺） 

（追加）美濃市うだつの上がる町並み周辺エリア 

（追加）各務原市那加商店街周辺エリア 

対 象 事 業 

活用されていないビル・店舗・古民家などをリノベーションにより活

用し、物販施設、飲食施設、シェアオフィス、宿泊施設、交流施設な

どを整備・運営することで、中心市街地の活力向上をはかり、地域の

課題解決に資する事業を投資対象とします。 

対象事業者 空き店舗、古民家などをリノベーションにより整備し運営する事業者 

投 資 形 態 株式（優先株出資）、社債 

投 資 期 間 １０年 

 

 

３．ファンドスキーム 

 

借家料 　定期借家契約 出資

サブリース 出資

出資・設立 社債取得

配当・償還配当

民間まちづくり会社

個人等

じゅうろく・清流まちづくりファンド

有限責任事業組合

十六銀行

民間都市開発推進機構

　ＳＰＣ
　　　リノベーション事業

　　　サブリース事業

出展事業者

店舗運営・維持・管理等

建物所有者

　　　家賃収入

 

 

 

 

 

 

 

 



４．「一般財団法人民間都市開発推進機構」について 

商 号 一般財団法人民間都市開発推進機構 

所 在 地 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

設 立 
１９８７年１０月１日設立 

２０１３年４月１日に一般財団法人へ移行 

代 表 理 事 花岡 洋文 

基 本 財 産 ５６億円 

概 要 

「民間都市開発の推進に関する特別措置法」に基づき国土交通

大臣に指定された法人で、民間都市開発事業に対して、安定的

な資金支援など多様な支援を行っている。 

 

以 上 

 

【本件ご紹介先：経営企画部 広報・ＩＲ室 ＴＥＬ ０５８－２６６－２５１１】 


